
豊明市障害者福祉計画・障害福祉計画について 

１ 現行計画の概要について 

○豊明市障害者福祉計画 

 根拠法：障害者基本法 

     障がい福祉施策の方向性を定める基本的な計画 

 現行計画年度（第２次豊明市障害者福祉計画） 

    ：平成２０～２９年度 （１０か年計画） 

○豊明市障害福祉計画 

 根拠法：障害者総合支援法 

      同法による障害福祉サービスの目標値および 

      体制確保等について定める計画 

 現行計画年度（第４期豊明市障害福祉計画） 

    ：平成２７～２９年度 （３か年計画） 

障害者福祉計画 

啓発やバリアフリーのまちづくり、 

福祉・保健・療育等全般的な計画 

（１）福祉の心を育てます 

（２）地域で暮らせる生活支援・生活

環境づくりを進めます 

（３）安心して暮らせる保健・医療を

充実します 

（４）保育・教育・児童育成を充実し

ます 

（５）障がい者の雇用・就労・居場所

づくりを促進します 

（６）情報提供やコミュニケーション

支援を充実します 

（７）災害時などの安心・安全対策を

進めます 

障害福祉計画 

自立支援給付、居住や昼間の生活の場、

一般就労への移行等についての計画で

下記の内容を示します。 

 ○具体的なサービス見込み量 

 ○必要なサービスの確保策 

 ○地域生活への移行についての成果

目標 

介護給付 

施設入所、居宅介護、生活介護等 

訓練等給付 

就労継続支援、グループホーム等 

地域生活支援事業 

相談、手話通訳、移動支援等 

障害児支援 

相談、障害児通所支援等 
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２ 計画推進に係る補助事業の進捗状況等について 

（１）平成２８年度補助事業の進捗状況 

①障害福祉サービス事業所 開設費補助金  （資料２－１） 

  対象事業の新設費の一部を５０万円を限度に補助。 

補助上限４団体に対し、２団体から応募有。 

審査の結果２団体を採択（相談支援事業所、就労移行支援事業所） 

 うち１団体は事業所所在地が未定だったため、期限までに事業計画を 

再提出することを条件に採択→未提出のため採択取消 

【結果】 

 相談支援事業所 １か所新設 

 障がい児者ともに対応。相談体制の拡充につながる。 

②障害福祉サービス事業所 人件費等補助金 （資料２－２） 

拡充分の人件費および研修費を有期で補助（上限１５０万円） 

補助上限４団体に対し、５団体から応募有。 

審査の結果４団体を採択。 

（相談支援事業所２か所、短期入所事業所・居宅介護事業所各１か所） 

 補助対象期間：平成２８年７月１日～平成２９年３月３１日 

各事業所において、受入拡大および人材育成を実施中。 

（２）平成２９年度補助事業について 

  ・障害福祉サービス事業所開設費補助金の対象事業を変更 

（共同生活援助（グループホーム）新設を対象とする） 

・募集数は２団体、１団体あたりの補助上限を５０万円とする。 

  ・人件費等補助金は平成２８年度単年度補助とし、終了する。 


